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1 はじめに
2010年9月14日，フランス元老院は，「公共空間において顔を隠すことを禁
止する法律 (Loiinterdisant la dissimulation du visage clans l'espace public)」1)
を圧倒的な賛成多数2)で可決した。すでに 7月13日に国民議会でこれまた圧倒
的賛成多数で可決3)されていたこの法律は，元老院で可決された当日ただちに
両院議長によって憲法院の審査に付された。両院議長がそろって憲法院に提訴
するのは，第 5共和制史上初めてのことであるが，両者ともとくに同法につい
て憲法上の疑義を唱えていたわけではない。それにもかかわらず，提訴が
1) 日本のメディアは，ブルカ禁止法と呼んでいるが，後述のように同法は，明示的
にもっぱらブルカを禁止しているわけてはない。ブルカ禁止法と呼ばれる背景につ
いても，後述。
2) 投票の結果は， 賛成246, 反対 1である。ただし，採決に不参加の者が95人いる。
Cf. Senat, Seance du 14 septembre 2010, J. 0. R. I<:, 2010, p.6763. 
3) 投票の結果は，賛成335, 反対 1である。ただし，棄権3' 採決不参加238である。
Cf. Assemblee Nationale, 2e seance du 13 juilet 2010, J. 0. R. F, 2010, p. 5550. 
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行なわれたことには， 2008年7月の憲法改正により違憲の抗弁に基く事後的な
違憲審査制が導入され（憲法61条の 1), これを実施するための組織法が2009
年12月に成立し， 2010年3月から施行されていることが関係している。両院議
長には，「公共空間において顔を隠すことを禁止する法律」違反の刑事事件に
おいて被告人が同法の合憲性を争うケースを想定し，あらかじめ憲法院に判断
させておこうという思惑があったのである。2010年10月7日，憲法院は，一定
の留保をつけて，この法律を合憲と判断した。10月11日，ニコラ＝サルコジ大
統領によって審署されて，同法は成立した（以下，同法を「2010年10月11日
法」と呼ぶ）。
本稿は，公共空間のありようを規制する2010年10月11日法の立法過程で生じ
た見解の相違を明らかにしつつ，同法およびこれを合憲と判断した憲法院判決
を検討し，フランスの公共空間におけるマイノリティの地位を明らかにしよう
とするものである。
2 「公共空間において顔を隠すことを禁止する法律」の概要
まず2010年10月11日法4)を概観することにする。
4) 全文（試訳）は次のとおり 。
公共空間において顔を隠すことを禁止する法律
第 1条 何人も，公共空間において，顔を隠すことを目的とした服装を身につけ
てはならない。
第2条 第 1条にいう公共空間とは，公道ならびに公衆に開かれた場所および公
役務に供された場所をいう 。
② 顔を隠す服装の着用が，法令の規定により定められまたは許可されている
場合，および健康上の理由または職業上の理由から正当化される場合，およ
びスポーツまたは祭りまたは芸術的もしくは伝統的な行事の一環である場合，
第 1条は適用されない。
第3条 第 1条に違反した者は，第 2級違警罪に適用される罰金 [150ユー ロ］
に処する。
② 前項の罰金と併せてまたはこれに代えて，刑法131-16条8号の市民資格研
修を行う義務を課すことができる。
第4条 刑法第 2編第 2部第 5章第 1節の 2のあとに次の第 1節の 3を追加する。
「第 1節の 3 顔を隠すことを強要する罪 ／ 
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第1条は，公共空間において「顔を隠すことを目的とした服装」を身につけ
ることを禁止している。文言上は，服装の自由を規制していることになる。し
たがって，これは， 1789年人権宣言4条（「自由とは，他人を害しないかぎり，
すべてのことをなしうることである。各人の自然権の行使は，社会の他の成員
の自然権の行使を妨げないかぎり，保障される。自然権の制限は，法律のみが
これを行う。」）に違反するおそれが考えられる。
全文を一瞥すると明らかなように， 2010年10月11日法は，第 1条にいう禁止
の目的を明示していない。そこで，何のための禁止なのかが問題になると同時
に，その目的が1789年人権宣言 5条（「法律は，社会に害をなす行為にかぎり
これを禁止することができる。法律が禁じないことは，すべてこれを妨げるこ
とはできない。何人も，法律上義務づけられていないことを強制されてはなら
ない。」）に違反しないかが問題となりうる。
第1条にいう「顔を隠すこと」の意味は不明確である。どのような態様・程
度をもって「顔を隠す」行為というのかが明らかでない。
第1条にいう「公共空間」も，それ自体かなり多様な意味合いで用いられる
概念であるが見これについては，第 2条 1項がその意味を与えている。さら
に同条 2項は，第 1条の適用除外事項を列挙している。以上の結果， 2010年10
月11日法の禁止の対象となるのは，公道や公共の用に供される施設などにおい
＼ 第225-4 -10条 脅迫または暴行または強制または性的理由による職務の濫
用もしくは権力の濫用によって，人にその顔を隠すことを強要した者は， 1 
年の禁固または 3万ユーロの罰金に処する。
② 前項の罪を未成年者に対して行った者は. 2年の禁固または 6万ユーロ
の罰金に処する。」
第5条 第1条ないし第 3条は，本法の審署から 6ヵ月後に施行する。
第6条 本法は，共和国の領土全体に適用する。
第7条 政府は，本法の審署の18ヵ月後に，その適用に関する報告を議会に対し
て行う 。この報告は，本法の施行および公権力によって執られた付随的措置お
よび本法施行上の障害に関する総括を行う 。
Cf. J. 0. n°237 du 12 octobre 2010, p. 18344. 
5) ちなみに，ハバーマスの『公共性の構造転換』のフランス語版タイトルは，
L'espace publicである。
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て，健康上や仕事上の理由もなく，またイベントや芸術的パフォーマンスとし
てでもないのに顔面を隠す衣服の着用ということになる。
第3条および第4条は罰則である。右のような理由や事情がないにもかかわ
らず，不特定多数の人がいる場所で顔を隠す衣服を身に着けると，最高150
ユーロの罰金や市民資格研修 (stagede citoyennete) の受講というサンク
ションを受けることになり，さらにそのような衣服の着用を強要すると， 1年
の禁固または3万ユーロの罰金，未成年者に強要した場合は，それらが 2倍に
なる。これらの罰則が罪刑均衡原則に触れないか，すなわち比例原則に違反し
ないかという問題が考えられよう 。
3 「公共空間において顔を隠すことを禁止する法律」の前史
2010年10月11日法は，文言上，顔を覆い隠す服装を禁止しているにすぎない
が，フランスのメディアは，この法律を「フルフェースのヴェールに関する法
律」6)などと呼んでいる。第 2条 2項の列挙する場合を除くと2010年10月11日
法が現実に適用される場合としては，ムスリムのブルカやニカブ着用しか想定
できないからであり，立法過程においてその点は明確になっていたからである。
2010年10月11日法の最も本質的な問題は，ここにある。法文上不明確な規制目
的もここから説明されるのである。
(1) フランスにおけるムスリムのプレザンス
そこで，この問題の歴史的・社会的背景を簡単に振り返っておく 。19世紀半
ば，産業革命の進行するなか，移民労働力に依存しなければならなくなったフ
ランスは， 1889年に出生地主義を採用し，公教育においては，基礎教育ととも
にフランス文化の教育も行うことによって，フランス＝アイデンテイティを受
け入れることをフランスにおける社会的上昇と結びつけてきた。これを土台に
6) たとえば， 2010年10月7日の憲法院判決を伝えるルモンド2010年10月9日付けの
見出しは， 「憲法院，フルフェースのヴェー ル (voileintegral)に関する法律に青
信号」となっている。LeMonde du 9 octobre 2010, p.2. 
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した統合メカニズムによって，さまざまな移民出身の世代が「フランス市民」
に変わっていったのである。この長い間機能してきたフランスの統合メカニズ
ムが， 1970年代後半になって麻痺しはじめる叫その原因としては，移民の数
がふえるとともに，移民の出身国の傾向に大きな変化が生じてきたことがあった。
19世紀からフランスには多くの移民が入ってきたが，その出自の傾向は時代
によって異なる。今日とくに注目されているマグレブ系移民は， 20祉紀の半ば
以降フランスに入ってきた。解放後に始まる長期の経済成長期，労働市場の拡
大に伴い，当初スペイン，ポルトガルから，ついでマグレブ，ブラックアフリ
カ，アンティル諸島から移民が流入したが， とりわけマグレブからの移民は，
コンスタントに増加した8)。1962年イタリア出身の移民が最も多くて移民全体
に占める割合が31.8パーセント，それについで多かったのがスペイン出身の18
パーセント，アルジェリア出身移民が 3位で11.6パーセントであった。スペイ
ン・イタリア移民の比率はその後低下し続け， 2006年の調査では，それぞれ
5.3パーセント， 6.5パーセントである。ア ルジェリア移民は， 1982年に14.8
パーセントに達し，その後やや低下するが， 2006年の調査では13.7パーセント
で最も多い。2006年は，モロッコ移民が12.6パーセントで 2位であり，両国移
民にチュニジア移民を合わせたマグレブ移民は， 30.8パーセントに達する尻
7) Cf. Jacques Barou, L'originalite historique de la situation franc;aise, L'etat de la 
France 2007-2008, La Decouverte, 2007, p. 34. 
8) Cf. L'Etat de la France 98-99, La Decouverte, 1998, p. 68 (Jacques Vallin et 
France Mesle). 
9) 
ヨー ロ ッパ
スペイン
イタリア
ポルトガル
ポーランド
その他のヨ噸ッパ諸目
フランスヘの移民の出身国別分布
1962 1968 1975 1982 190 
(%) （％） （％） （％） （％） 
78.7 76.4 67.2 57.3 50.4 
18,0 21.0 15.2 1.7 9.5 
31.8 23.9 17.2 14,1 1.6 
2.0 8.8 16 .9 15.8 14.4 
9.5 6,7 4.8 3.9 3.4 
17.5 16.1 13. I 1.7 1.4 
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199 206 
（％） （％） 人数
4.9 34.5 1,739,43 
7.3 5.3 269,308 
8.8 6.5 329,528 
13.3 1,3 569,285 
2.3 1.8 90,36 
13.2 9.5 480,976 
/ 
＼ 関法第60巻第6号
以上の数字から，今日のフランスにおけるマグレブ系移民のプレザンスの大
ア 7 リカ 14.9 19.9 28.0 3.2 35.9 39.3 35.4 1,783,865 
アルジェリア 1.6 1.7 14.3 14.8 13.3 13.3 13. 7 691,361 
モロッコ I.I 3.3 6.6 9.1 1.0 12.1 12.6 63,736 
チュニジア 1.5 3.5 4.7 5.0 5.0 4.7 4,5 26,684 
その他のア7リカ諸目 0.7 1.4 2.4 4.3 6.6 g .1 4.6 232,084 
ア ジ ア 2.4 2.5 3,6 8.0 1.4 12.8 8.4 421,829 
卜 Jレ コ 1.4 1.3 1.9 3.0 4.0 4.0 4,5 28,530 
カンボジア・ラオス•ベトナム 0.4 0.6 0.7 3.0 3.7 3.7 2.5 124,513 
その他のアジア諸目 0.6 0.6 1.0 1.9 3.6 5.0 1.4 68,786 
北南米・アセアニア諸国 3.2 I. 1.3 1.6 2.3 3.0 21.7 1,095,240 
憮回答 0.8 0.1 Il Il Il Il Il Il 
合 訃（％） 10.0 10.0 10,0 10.0 10.0 10,0 10,0 
人 数 2,861,280 3,281,060 3,87,460 4,037,036 4,165,952 4,306,094 5,040,367 5,040,367 
上掲の表は， Insee,Immigres selon le pays d'origineの1962年-1999年のデータ
(http://www.insee.fr/fr /themes/ tableau.asp ?reg _id=o&ref _id= NA TCCI02124)に
Insee, Les immigres selon leur pays de naissanceの2006年のデータ (http://www.
insee.fr /fr/ themes/ tableau.asp ?reg_id =o&ref _id= NA TTEF02158)を追加したもの
である。ただし，両者は，統計の取り方が若干異なる。前者には，「その他のヨー
ロッパ諸国」・「その他のアフリカ諸国」・「カンボジア・ラオス・ベトナム」・「その
他のアジア諸国」・「北南米・オセアニア諸国」という項目があるのに対して，後者
には，これらの項目がなく，前者にない国が項目に挙がっており，その他は一括さ
れている。そこで，やや無理があるが， 2006年のデータに関しては，次のように扱
うことにして， 一つの表にまとめることにした。まず， 2006年統計で挙げられてい
るイギリス・ドイツ・ベルギー・セルビア・スイスを併せて「その他のヨーロッパ
諸国」とする。2006年統計で挙げられているセネガル・コートジヴォワール・マ
リ・カメルーンを併せて「その他のアフリカ諸国」とする。 2006年統計では個別の
項目になっているベトナムとカンボジアを併せて「カンボジア・ラオス・ベトナ
ム」の項にまとめる。2006年統計で挙げられている中国は，「その他のアジア諸国」
欄に入れることにする。 2006年統計で「その他の国」とされている項目を「北南
米・オセアニア諸国」とする。いうまでもなく， 「その他の国」は．北南米・オセ
アニア以外の地域の国を含むはずである。したがって，さしあたり本稿の考察には
差し支えないが，ヨーロッパ・アフリカ・アジア・北南米 ・オセアニアの地域別比
較には，留保が必要になる。
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きさは明らかともいえる10)。しかし，マグレブ系移民の単なる数的な存在感の
大きさが，いわゆる移民問題の発生を説明するわけではない。移民問題とは，
移民の社会的統合の失敗を意味する。フランスの伝統的な統合メカニズムには，
もともと少なくとも 2つの限界があった。 1つは，フランスにも根強くみられ
る人種的偏見という社会的意識の壁である。もう 1つは，産業予備軍をつねに
必要とする資本主義経済体制の限界である。これらの限界があるにもかかわら
ず伝統的な統合メカニズムを「成功」に導いてきたのは，「栄光の30年間」と
も呼ばれる1973年まで続いた経済成長であった。経済成長の終焉によって，伝
統的な統合メカニズムは，その機能する前提が失われた。1970年代初頭，失業
は「虚構」とみなされたが， 1974年には無視できない深刻な社会問題となり，
以来，失業問題は解決されていない11)。とりわけ，それは，移民労働者に深刻
に現れてきた。これは，フランス＝アイデンテイティを受容しても，社会的上
昇が見込めなくなったことを意味した。肝心の前提を失った統合メカニズムの
機能が低下することによって，移民は，「フランス市民」たりえなくなる。移
民は，失業をはじめとする社会的疎外に苦しみ，フランス国家，社会に対する
不満を募らせるようになる。
マグレブ系移民は多くがムスリムである。したがって，マグレブ系移民の
プレザンスの拡大は，必然的にムスリムのプレザンスの拡大を意味すること
になる。ブラック＝アフリカ， トルコからの移民にもムスリムは多い。これ
ら移民の波によって， 1980年代以降，イスラム教は，プロテスタントをしの
ぎ，カトリックに次いでフランス第 2の宗教になる。1970年，ムスリムは約
100万人であったが， 1980年以降，約500ガ人を数える。フランス全土でモス
クや祈りの場が1970年には約20ヵ所を数えるにすぎなかったが， 1980年には
10) 移民 2世以降の世代は，統計上移民に含まれないが，フランスの社会統合を揺
るがすと考えられている移民問題の背景を理解するうえでは，新しい世代のプレ
ザンスも見逃せないことはいうまでもない。それも含めた広い意味でのマグレプ
系移民のプレザンスは，ここにみる統計上の数字よりもはるかに大きいとみるべ
きである。
1) Cf. L'etat de la France 2007-2008, p. 154. 
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250ヵ所， 2008年には2000ヵ所にも上っている12)。しかも， 1970年代後半から
フランスの移民統合メカニズムの機能低下は，ムスリムとしての覚醒を促進し
ていた13)。
社会的プレザンスを増しかつ覚醒したムスリムは，フランス社会からどのよ
うに問題視されたのか。現在みられるフランスにおけるイスラム教のマイナス
＝イメージは，それほど歴史の古いものではない。大きな転機となったのは，
1979年のイラン革命である。この事件は，イスラム教を反西欧的なものとみる
認識を西欧社会に植え付けることになる14)。また，移民のプレザンスの拡大は，
国民戦線によって，失業の原因として攻撃され，この攻撃が一定の支持を受け
る。こうして， 1980年代以降イスラム教に対する嫌悪感が醸成されてゆき，
覚醒したムスリムが社会的に問題視されるようになるのである。
(2) イスラム＝スカーフ問題
そもそもイスラム教は，単に宗教的な世界観の体系ではなく，同時に日常生
活を規律する行為規範の体系でもある。つまり，イスラムには，聖俗分離の
観念がなく， したがって政教分離の観念もない15)。このため，聖俗を分離し，
政教分離を原則とする西欧諸国の国家＝社会のあり方は，ムスリムの宗教的信
条と相容れない面が原理的にはある。もっともそのような原理的な矛盾が必ず
しも現実に現れるわけではない。コーランの解釈も多様であり，すべてのムス
リムが同一の行為規範に従って暮らしているわけではない。一部ムスリムの行
動が， 1980年代末から，フランスの教育現場で問題視されることになるのであ
る。
12) Cf. L'etat de la France 2009-2010, La Decouverte, 2009, p. 113. 
13) 参照内藤正典「スカーフ論争とは何か」内藤正典・阪口正二郎細著『神の法
vs. 人の法ー一 スーカーフ論争からみる西欧とイスラームの断層』（日本評論社，
2007年） 5頁。
14) 参照，アリ ッ ク =G = ハーグリーヴス『現代フランスー―—移民からみた世界』
（明石書店， 1997年） 5頁 （日本語版への序文）。
15) 参照，内藤・前掲論文， 14頁。
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1989年，パリ郊外クレイユのコレージュの校長が授業中にフラー (foulard
スカーフの一種）をはずすことを拒否した 3人のムスリムの女子学生を教室に
入ることを禁じるという事件が起き，メディアがこれを大きく報道した。この
いわゆるイスラム＝スカーフ事件をめぐっては，さまざまな見解や感情がぶつ
かり合った。
校長の措置を支持する側には， 3種類の考え方があった。第1は，フラーの
着用をイスラム原理主義と結びつけ，さらにはイスラム原理主義をテロと結び
つけて，治安の悪化を予防する見地からフラー着用の禁止を支持する見解であ
る。第2は，学校＝公教育の統合機能を維持すぺきであるとする立場から，学
校における宗教的シンボルや衣服の着用はライシテ原則に違反すると理解し，
フラー着用禁止を支持する見解である。第3は，フラーはムスリムの女性を抑
圧するものとみなして，フラー着用禁止は男女平等の原則から支持されるべき
であると考える見解である。
他方，校長の措置に反対する側には， 2種類の考え方があった。第1は，当
該行為は信教の自由によって保障され，学校はそれを尊重すべきであるという
見解である。第2は，文化的アイデンテイティや伝統への愛着を尊重すべきで
あるという見解である。これらの見解はいずれも，ムスリム女性のフラー着用
を強制された行為ではなく自発的な行為とみるから，その禁止は女性の解放な
いし男女平等を実現するものとして正当化できるものではないと考える。また，
正当な権利行使を抑圧することがかえってムスリムと非ムスリムとの間の溝を
深め，社会的紛争の原因をつくることになると考えるのである。
この事件が提起したライシテ原則上の問題について，国民教育相から諮問を
受けたコンセイユ＝デタは，1989年11月27日の答申16)で，第4共和制憲法前
文と第 5共和制憲法2条を引用して「ライシテ原則は，必然的にあらゆる信条
の尊重を意味する」と述べて，宗教も文化的独自性も特別扱いしない共通価値
を学校が継承することを前面に押し出すいわば「戦闘的ライシテ」の立場を斥
16) Avis rendus par l'assemblee generale du Conseil d'Etat no. 346. 893 seance du 
27 novembre 1989. 
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け，宗教に対していかなる優遇も拒否しつつ他者を害しないかぎり宗教的信条
の表明を許すいわば「寛容なライシテ」の立場をとることを明らかにした17¥
問題となった学校における宗教的シンボルの着用について，コンセイユ＝デタ
は，「信仰を表明するシンボルを生徒が着用すること自体は，表現の自由の行
使や宗教的信条の表明の自由の行使であるかぎり，ライシテ原則と矛盾しな
い」とし，ただし，宗教的シンボルが，その性質上または着用時の状況により，
または「これみよがしな (ostentatoire)」その性質により，「強制・挑発・勧
誘・宣伝行為にあたる場合，生徒またはその他の学校構成員の自由や尊厳を侵
害する場合，その健康や安全を危険にさらす場合，教育活動を妨害したり教師
の教育的役割を妨害することになる場合，施設内の秩序を乱しまたは公役務の
正常な機能を妨げる場合」，その着用は認められないとした。たしかに答申の
内容には，必ずしも明確でない点もあった。勧誘の意味は，必ずしも明確では
ない。「これみよがし」も同様である。フラーそれ自体が，「これみよがし」な
性質をもつとみなされる可能性も指摘されていた。
しかし，その後のコンセイユ＝デタの判決は， 1989年答申に示された「寛容
なライシテ」の原則を踏襲し，学校内における宗教的シンボルの着用の制限を
慎重に判断した。たとえば， 1996年のある判決は，学校が，フラー着用を性質
上ライシテ原則と両立しないとして，フラーをはずさなければ授業にでること
を許さないとした処分を違法とした18)。フラーそのものについて，「宗教的信
条を表現する意図で着用したフラーが，性質上これみよがしまたは権利主張の
性格を有する徴表で，その着用がいかなる場合にも圧力または熱心な勧誘行為
に当たるとみなすことはできない」と明確に判断した判決もある19)。他方，授
業の進行と両立する服装をするように生徒に要求する権限が教師にあると認め
た判決は，議論の余地があるとはいえ， とくに技術や物理，体育など実技や実
17) 2つのライシテ概念について， cf.Patrick W achsmann, Li be屯 spubliques, 6e 
ed., Dalloz, 2009, pp. 660-661. 
18) CE, 20 mai 1996, Ministre de !'Education nationale c/ Ali, Rec. p. 187. 
19) CE, 27 novembre 1996, Ministre de !'Education nationale c/Khalid et Mme 
Stefiani, Rec. p. 460. 
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験を伴う授業についてそのような権限を認めるものである20)。したがって，学
校内で生徒が自らの信仰を表明する権利の制限は例外的な場合にしか認められ
ないというのが，コンセイユ＝デタの判例の立場であったといってよい。
1989年から1995年の時期は，一連のフラー事件が続いたが，その後，少なく
ともメディアの次元では，問題は減少した。ただし，学校長や教師のなかには，
1989年のコンセイユ＝デタ答申に不満をもつ者もいた。「これみよがし」や
「秩序の混乱」の有無の判断は，基準が曖昧なため困難を極めたが，それを校
長が判断しなければならないことになっていたからである。そして，それを認
定した校長の判断をしばしば違法と判断するコンセイユ＝デタの判例に対する
不満もみられた。
その後，この問題が再燃するのが， 2003年から2004年にかけてである。 2003
年 2月， リヨン郊外のリセにおいて，ムスリムの女子学生がバンダナをはずす
ことを拒否して，教師が抗議行動を起こしたことがメデイアで大きく報じられ
た。さらに，同年4月，内務大臣サルコジが，フランス＝イスラム組織連合
(Unioi des Organisations Islamiques de France) の大会で，身分証明書写真
は，フラーをはずして撮らなければならないと発言したことが， 1989年のコン
セイユ＝デタ答申の見直しとフラー禁止の法制化に向かう動きに大きな弾みを
つけることになった。
「ライシテの原則を適用して，公立の学校およびコレージュおよびリセにお
いて宗教的帰属を明らかにする徴表または衣服を着用することを規制する」
2004年 3月15日法は，教育法典141-5-1条21)を新設し，公立学校で信仰を
20) CE, 20 octobre 1999, Ministre de !'Education nationale c/Epoux Ait Ahmad, D. 
2000, p. 251, concl. Schwarz 
21) 同条は，次のように定める。
教育法典 (Codede !'education) 
141-5-1条 公立の小学校およびコレージュ（中学校）およびリセ（高校）
において，信仰をこれみよがしに (ostensiblement)表明する手段としてシン
ボルまたは服装を済用することは，これを禁じる。
② 校則は，懲戒手続に先んじて生徒との対話を行なうべきことを定めるもの
とする。 ／ 
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これみよがしに示すシンボルや衣服を着用することを禁止した。同法は， 一見
すると，これみよがしの宗教的シンボルの着用を禁じた1989年のコンセイユ＝
デタ答申を再確認しているだけのようにみえるが，実はそうではない。同答申
に定式化された諸原則が「学校長や教師にとって適用上の困難を引き起こして
いる」との認識から「学校および大学内において各自に課される規範や義務を
今日どのように明確にするか」とシラク大統領から諮問された「共和国におけ
るライシテ原則の適用に関する検討委員会」（いわゆるスタジ委員会）は，
2003年12月11日答申において，ライシテに関する法律の採択を提案し，そのな
かで「禁止される宗教的な衣服やシンボルとは，たとえば大きな十字架や
ヴェール，キッパのようなこれみよがしのシンボルである」と述ぺている22)0 
明らかに，これは，フラーそのものが「これみよがし」には当たらないとした
コンセイユ＝デタの判例を立法的に乗り越えようとするものである。
法文上，教育法典141- 5-11条はあらゆる宗教的なシンボルを禁じるもの
である。したがって，たとえばスタジ委員会答申が例に挙げるような大きな十
字架を身につけても「これみよがし」の着用になるであろう。実際， 2004年 3
月15日法の執行に関する2004年 5月18日国民教育相通達23) も呼称の如何を
問わずイスラムのヴェールやキッパ，明らかに大きすぎる十字架を許されない
例として明示している。しかし，巨大な十字架の着用などは現実味のない話で
ある。立法の背景から明らかなように，同条は，一部のムスリム女性が髪や顔
を隠すために着用するフラーやニカブなどを規制の対象にするものである。そ
のため，一般に2004年 3月15日法は「ヴェール法 (laloi sur le voile)」と呼ば
＼ なお，イスラム＝スカーフ問題および2004年3月15日法の憲法上の問題について，
参照，只野雅人「フランスにおける政教分離の伝統とイスラーム」および山元一
「多文化主義の挑戦を受ける 〈フランス共和主義〉」，いずれも内藤・阪口，前掲書。
22) Commission de reflexion sur !'application du principe de lai"cite clans la Republi-
que, Rapport au President de la Republique du 11 decembre 2008, p. 3 et p. 68. 
23) Circulaire du 18 mai 2004 relative a lamise en oeuvre de la loi n°2004-228 du 
15 mars 2004 encadrant, en application du principe de lai"cite, le port de signes ou 
de tenues manifestant une appartenance religieuse dans les ecoles, colleges et 
lycees publics, J. 0 n°118 du 22 mai 2004, p.9033. 
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れることになった。学校内でフラーを着用する生徒は，それをはずすように勧
告され，これを拒否した場合は数週間の対話期間の後に退学処分を受けること
もありうることになったのである。
イスラム＝スカーフ問題において1989年以来とられていたといってよい寛容
なライシテ原則は， 2004:年3月15日法によって，戦闘的ライシテ原則に取って
代わられたのである。スタジ委員会答申は， もっぱらイスラム＝スカーフの規
制だけを検討したわけではなく，「国民的統一と多様性の尊重を調和させるこ
とが重要である」という立場から，「良心の自由と平等，国家の中立性が，す
ペての人によって，その信仰の選択いかんにかかわらず，享受されなければな
らない」とし，ムスリムに配慮した種々の提案も行っている24)。答申を受けた
政治部門は， しかし， 2004年3月15日法を制定するにとどまった。そのため，
委員のなかには，政府に裏切られたと抗議する者もいた25)。実質的にもっぱら
ムスリムをターゲットにしたといってよい2004年のライシテ原則の転換は，き
わめて鋭いものであったといえる。
このようなライシテ原則の急転換の背景には，ムスリムをとりまく状況の変
化やイスラム＝スカーフ問題そのもののとらえ方の変化がみられる。
すなわち，第 1は，ムスリムのプレザンスそのものを治安問題とみて，これ
を警戒する意識がフランス社会に広がったことである。フランスは， 1970年
代・ 80年代には親パレスチナ組織によるテロ， 1985年-86年にはシリア・イラ
ンといった国家の指令を受けた組織によるテロのターゲットになり， 1995年～
96年にはイスラム原理主義者によるテロ，またこれと結びつきのあるアルジェ
リアの武装イスラムグループによるテロのターゲットになった。2001年9月11
日のアメリカでの同時多発テロを契機に，フランスでも，治安の深刻な悪化が
大きな政治問題となった。フランスの治安を脅かすとみられるテロの恐怖とい
24) Cf. Commission de reflexion sur !'application du principe de la1cite dans la 
Republique, op. cit., p. 66 et s. 
25) 参照森千香子「フランスの 『スカーフ禁止法」が提起する問い一ー『ムスリ
ム女性抑圧』批判をめぐって」内藤・阪口，前掲書，161-162頁。
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わゆる郊外問題は， ともにムスリムのプレザンスと結びつけられてしまったの
である。
第2は，フラーなどを着用するムスリム女性をイスラム教によって抑圧され
た女性とみる認識が影響力を増し26), フラーの着用を信教の自由の問題として
とらえる見方が大彦く後退したことである。信教の自由は共和国の価値
(valeurs republicaines)の1つであり，ライシテ原則の尊重するところである。
もちろん信教の自由の行使として正当化されない行為は，共和国の価値やライ
シテ原則に反し規制の対象となりうるところ， 1989年コンセイユ＝デタ答申お
よびその後の判例は，フラー着用を信教の自由の行使と認め，そのうえで個別
の事件において権利の濫用の有無が問題になるという立場をとってきた。とこ
ろが，男女平等や女性の権利擁護の立場からイスラム＝スカーフをネガテイヴ
に評価する見解が強まり，フラー着用は，およそ侶教の自由とは無関係の問題
とする傾向が台頭してきたのである。
繰り返しになるが，教育法典141- 5- 1条自体は，学校施設内における宗
教的シンボルのこれみよがしの着用を禁止するにすぎず，ムスリム女性のフ
ラー着用を一般的に禁止するものではない。したがって，同規定自体が，およ
そムスリム女性のフラー着用を信教の自由の保障の埒外に置いたとまではいえ
ない。法文上は，宗教的シンボルの「これみよがし」の着用が信教の自由の濫
用として許されないとされているにすぎない。しかしながら，以上のように，
立法の背後には，公教育の国民統合機能の護持という狙いだけではなく，治安
維持や男女平等ないし女性の権利擁護という狙いも存在した。ムスリムのプレ
ザンスとりわけムスリムが目に見えること (visibilite)が治安を悪化させる，
あるいはイスラム＝スカーフがムスリム女性を抑圧するものであるとすれば，
その着用は，学校施設内に限らず規制されなければならなくなる。フラー等の
着用は，公序に反し，およそ信教の自由の正当な行使として認めることができ
なくなるはずである。実際，スタジ委員会に向けられたシラク大統領の諮問中
には，「職場や公共の場，公共機関内部，スポーツ・レジャーの際に，個人の
26) 参照，同前， 164頁以下。
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宗教的信条の表現にどのような場を与えなければならないのか？」27)という質
問がすでにあった。2004年3月15日法は，この問いに部分的に回答したにすぎ
ず，さらなる立法の序章にすぎなかったのである。
4 「公共空間において顔を隠すことを禁止する法律」の
規制目的および対象
(1) 立法の背景と経緯
2001年以降悪化した治安（むしろ体感治安というべきであろう）は，回復す
ることがなく， 2002年大統領選挙では移民排斥を声高に訴える極右国民戦線の
ルペンが決選投票に残る事態を招いた。
2005年10月27日-11月17日，フランス各地に広まった暴動28)は，移民が
主体となって起こしたものとみなされ，マグレブ系移民やその 2世.3世，
ムスリムを危険視する風潮はいっそう強まった。この暴動と直接関係はない
が， 2001年以来強化されていたテロ・治安対策もさらに強化された。「テロ
対策に関する，ならびに安全および国境検査に関する諸規定にかかる2006年
1月23日法」は，テロや犯罪の予防を目的として，監視カメラを設置するこ
とを可能にするものであり，これによる監視の眼は至る所に向けられている
が，最も注視されているのが大都市郊外やムスリム社会であることは明らか
である29¥
2007年5月には， 2005年秋の暴動の際，郊外の若者を「＜ず (racaille)」と
呼んで物議を醸しながらも，強硬な移民排斥路線を打ち出したサルコジが大統
領に選出された。サルコジは，「移民のコントロールと効果的な統合を同時に
確保する，均衡のとれた公正で断固とした移民・統合政策」の実施を任期中の
27) Commission de reflexion sur !'application du principe de la"icite clans la Republi-
que, op. cit., p.3. 
28) 参照「総特集 フランス暴動」現代思想34巻3号。
29) 同法について，参照，拙稿「フランスにおける 自由と安全 テロ対策を手がか
りに」森英樹絹 『現代憲法における安全 比較憲法学的研究をふまえて』（日本
評論社， 2009年）。
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最重要課題の 1つと位懺づけ30)'2008年1月1日，「移民・統合・国民アイデ
ンテイティ・連帯発展省 (Ministerede ]'immigration, de l'integration, de 
l'identite nationale et du developpement solidaire)」を創設した。
2009年9月，国民議会の与党議員のみならず，野党社会党・共産党の議員も
賛同するなか，「領土内におけるブルカやニカブの着用の慣行に関する調査委
員会」を創設することが提案され，「領土内におけるフルフェイスのヴェール
(voile integral) の着用の慣行に関する調査団」が立ち上げられた。調壺団は，
2010年1月26日に国民議会に提出した報告（以下，「国民議会調査報告」と呼
ぶ）のなかで，「共和国の価値の優位を再確認し，フルフェイスのヴェールの
着用は共和国の価値に反するとして非難する」決議を採択することを全員一致
で勧告した。また全員一致ではないが，調査団メンバーの多くは，公共空間に
おいてフルフェイスのヴェールおよび顔を完全に覆い隠す衣服一切を禁止する
法律を制定することに賛成していた31)。
一方，国民議会調査報告に先立つ 1月21日，国民人権諮問委員会
(Commission Nationale Consultative des Droits de l'Homme) は，「フルフェ
イスのヴェールの着用に関する意見」32) (以下，「人権諮問委員会意見」と呼
ぶ）を発表した。同意見は，フルフェイスのヴェール着用を法律で禁止するな
らば，思想の自由および良心の自由，宗教の自由，プライバシー権，往来の自
由等が問題になると指摘し，禁止の正当性を詳細に検討したうえで，委員会と
して「フルフェイスのヴェールの着用を一般的かつ絶対的に禁止する法律に反
対する」ことを表明した。
30) Lettre de mission du President de la Republique et du Premier ministre a Eric 
Besson, Ministre de !'immigration, de !'integration, de l'identite nationale et du 
developpement solidaire, http://www.immigration.gouv.fr/spip.php ?page =dossiers_ 
them_ org&numru briq ue=341 
31) Cf. Mission d'information sur la pratique du port du voile integral sur le terri-
toire national, Rapport d'information, p. 187. 
32) Commission Nationale Consultative des Droits de !'Homme, A vis sur le port du 
voile integral, http:/ /www.cncdh.fr/IMG/pdf/10.0l.2しAvis_sur_le_port_du_ voile_ 
integral.pd£ 
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2010年 1月29日，政府は，国民議会調査報告の勧告を立法化するうえでの問
題点の検討をコンセイユ＝デタに要請した。フランソワ＝フィヨン首相は，こ
の要請の際，「イスラム教を信仰する我々の同胞を傷つける解釈のおそれ」が
いっさいないように配慮する必要を認めつつも，「できるかぎり広汎かつ効果
的にフルフェイスのヴェール着用を禁止できる法的解決」の研究をコンセイユ
＝デタに求めた。これに答えて，コンセイユ＝デタは， 3月25日に採択された
「フルフェイスのヴェールの着用の禁止の法的可能性に関する研究」報告33)
（以下，「コンセイユ＝デタ研究報告」と呼ぶ）において，人権諮問委員会意見
と同様に，フルフェイスのヴェールの禁止が，個人の自由やプライバシー権，
表現の自由， とくに宗教的な意見の表明の自由，差別の禁止等のさまざまな基
本的権利・自由の問題を惹起することを指摘して，禁止の正当性を詳細に検討
し，フルフェイスのヴェールだけを全面的に禁止することはできないと結論づ
けた34)。同報告は，そのうえで，考えられる法的解決を示しているが，それは，
公役務上の理由から年齢や身分の確認を行なわなければならない場所での顔を
隠すことの禁止や財産やサービスの給付上同様の確認が必要な場合に顔を隠す
ことの禁止を可能とするものにすぎない35)0 
公共空間におけるフルフェイスのヴェール着用を原則として禁止しようとす
る政治部門とその禁止を例外的に認めるにすぎない国民人権諮問委員会やコン
セイユ＝デタとの間には，大きな溝があったといえる。
(2) 規制目的および対象
立法の背景および経緯ならびに先にみた2010年10月11日法の前史をなす学校
内におけるイスラム＝スカーフ問題の経緯を下敷きにすると，同法の規制対象
が，一部ムスリム女性が着用するブルカやニカブであり，それ以外の何物でも
33) Conseil d'Etat, Etude relative aux possibilites juridiques d'interdiction du voile 
integral. なお，フイヨン首相の要望書は， ibid.,pp. 43-44. 
34) Cf. Conseil d'Etat, ibid., p. 17 et s. 
35) Cf. ibid., p. 45. 
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ないことは明らかである。それゆえ，同法をめぐっては，法の文言上はもっぱ
ら服装の自由や往来の自由等が問題になるようにみえるが，信教の自由もまた
問題とされたのである。それでは，これらの規制は，何を目的とするのか，あ
るいはどのように正当化されるのか。
国民議会調査報告は，フルフェイスのヴェールの着用は「我々の共和国に対
する挑戦」であり，受け入れられないことであり，「この逸脱を非難しなけれ
ばならない」ときわめて強い調子でブルカ等の着用を危険視し，共和国の価値
を保護することを規制の目的としている。より具体的には，「強制の犠牲者と
なっている女性の保護」と公序の維持が規制の目的ないし正当化の根拠として
挙げられている36)。
これに対して，人権諮問委員会意見は，まったく対照的な見解を明らかにし
ている。
第 1に，公序の維持がフルフェイスのヴェールを禁止する目的となるかとい
う点について，同意見も，一般論として，公序の混乱を予防する必要に基づい
て宗教の自由を制限できることは認める。たとえば両親が子どもを学校に迎え
に行く場合や銀行窓口では本人確認が必要な場合，フルフェイスのヴェールの
禁止は公序の観点から必要であり，正当化されるとし，そのような理由に基づ
いて，行政機関がフルフェイスのヴェールを禁止する行政行為を行うことはで
きるという 。人権諮問委員会は，このような禁止は，限られた時と空間におい
てのみ可能であるのであって，公序を理由にあらゆる公共空間でフルフェイス
のヴェール着用を禁止することは，重大な人権侵害となり，民主主義社会にお
いては必要でもなく正当化もできないと考えるのである。
第2に，人間の尊厳の保護がフルフェイスのヴェール着用を禁止する目的と
なりうるかという点について，人権諮問委員会意見も，フルフェイスのヴェー
ルの着用が，強制された場合には，人間の尊厳を侵害することになると認める。
フルフェイスのヴェール着用は，女性を他人から見えなくし，女性が社会関係
36) Cf. Mission d'information sur la pratique du port du voile integral sur le terri-
toire national, Rapport d'information, pp. 187-188. 
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を持つ可能性を制限することになるから，着用の強制は，女性がアイデンティ
ティを社会的に表明することを妨げると考えられ，自由• 平等・友愛という共
和国の原則に関連して一定の問題となる，と同意見も認める。しかし，問題は，
このような人間の尊厳の侵害の重大性は，ヴェールの着用が自発的か否かに
よって異なり，その違いの判別が困難であることである。自発的な着用を禁止
することは，良心の自由を侵害することになる。そこで，人権諮問委員会意見
は，フルフェイスのヴェール着用を強制されている女性の支援は，立法よりも
政治的な対応によるべきことを主張するのである。
第3に，ライシテ原則がフルフェイスのヴェール着用禁止を正当化できるか
という点について，人権諮問委員会意見も同原則が，信教の自由・宗教的多
元主義と国家の宗教的中立性を調和するフランス共和国を基礎づける価値であ
り，これを支持することを明らかにしている。問題は，ライシテ原則の理解で
ある。同意見は，同原則からの 2つの矛盾する逸脱を批判する。 1つは，ライ
シテ原則を単なる寛容の原則に還元してしまう偏向で，これはコミュノタリス
ムヘの撤退を正当化すると批判する。もう 1つは，公共空間からあらゆる宗教
的シンボルを排除しようとするライシテ解釈で，これは，共和国が良心の自由
を保障するだけでなく，礼拝の自由な実践も保障していることを無視するもの
であると批判する。要するに，国家と宗教との分離は，個人的なアンガージュ
マンを遂行することと市民が政治に参加することとの本質的な相違を承認する
ことと解さなければならないというのが，人権諮問委員会意見の立場であり，
公立の学校でこれみよがしに宗教的シンボルを着用することがライシテ原則上
禁じられるからといって，同原則単独では公共空間におけるフルフェイスの
ヴェール着用禁止を理由づけることはできないと考えるのである。同意見の理
解するライシテ原則によれば，宗教的な問題であるのか否かを決定する権限が
国家には帰属しないからである。
第4に，人権諮問委員会意見は，フルフェイスのヴェールの着用を禁止する
法律が，ムスリムにステイグマを押しつけることを問題視する。ムスリムの多
数派の解釈ではブルカやニカブの着用がイスラム教義上の命令ではないにもか
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かわらず，ムスリム全体を少数の過激派と同一視するおそれのある議論になる
ことを国民人権諮問委員会は懸念し，フルフェイスのヴェール着用を禁止する
法律は，「反ムスリム」と看倣されるおそれがきわめて強く，かえって過激な
運動への関心を高め，その影響力を強めることになりかねないと指摘するので
ある。それゆえ，同委員会は，現に一部において行なわれているフルフェイス
のヴェールの強制着用を改めるには，特別な法律ではなく，仲介と社会的対話
の努力が望まし<'宗教とライシテをよりよく理解し，共生の基礎を固めるた
めに人権教育や市民教育の必要性を強調するのである。
第5に，人権諮問委員会意見は，フルフェイスのヴェール着用禁止が実施困
難であることを強調する。たとえば，処罰の対象となる衣服の法律上の定義は
どうするか，また公共空間といってもさまざまな空間が考えられ，個人の住居
は除かれるとしても，公共空間・私的空間は，どのように定義するのか，と
いった問題が挙げられている37¥
コンセイユ＝デタ研究報告もまた，公共空間においてフルフェイスのヴェー
ルの着用や方法を問わず顔を隠すことを一般的に禁止することは，個人の自由
やプライバシー権，表現の自由，宗教的意見表明の自由，あらゆる差別の禁止
等さまざまな基本的自由・権利の問題を惹起し，これを正当化することは法的
に困難であることを指摘する。その主な議論は，次のとおりである。
第 1に，ライシテ原則が規制の正当化の根拠になるかということについて，
同報告によれば，着用する者によってフルフェイスのヴェールの着用が宗教的
な目的をもつと考えられることがあるとしても，国民議会調査報告自体が明ら
かにしているように，その宗教的意義についてコンセンサスがあるわけでない
ため，ライシテ原則をもって公共空間におけるその着用禁止を正当化すること
はできない。また，コンセイユ＝デタ研究報告は，そもそもライシテ原則が，
直接には公の機関を拘束するものであり，社会や私人に適用されるのは，学校
施設の場合のような一定の公役務に固有の要請がある場合に限られ，フルフェ
37) 以上につき， Cf.Commission Nationale Consultative des Droits de !'Homme, op. 
cit., pp. 2-5. 
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イスのヴェールを特に禁止することは，正当な宗教的慣行に対する公権力の不
当な干渉と解されかねないとする。
第2に，コンセイユ＝デタ研究報告は，人間の尊厳や男女の平等の保護とい
う基本的原則も，規制の根拠たりえないと考える。まず人間の尊厳は，判例上
確固たる根拠をもつ憲法的価値を有する原則であり，非物質的公序 (ordre
public non materiel)の構成要素であるが，それは本質的に個人の自由 (1789
年人権宜言第4条）の尊重を含む。そこから人間の尊厳に関して潜在的に対立
する 2つの考え方が導き出される。一方は，場合によっては個人の自由意思を
犠牲にしてでも人間の尊厳を保護すぺきであるとする道徳的要請であり，他方
は，自由意思を人間と切っても切り離せない要素として保護すべきであるとす
る観念である。コンセイユ＝デタ研究報告は， ヨーロッパ人権裁判所が後者の
観念をとっていることをふまえ，フルフェイスのヴェールの着用が人間の尊厳
を侵害するか否かは，相対的に主観的な問題であり， しかも国民議会調壺報告
によっても多くの場合が自発的着用であるという事実から，その着用禁止を人
間の尊厳の保護によって根拠づけることには議論の余地があると結論づけてい
る。男女平等の原則については，この原則は，差別に対して直接適用されるか，
男女平等の処遇を実現するために援用されるものであり，個人の自由の行使に
対して適用されるものではないとし，こちらもフルフェイスのヴェールの自発
的な着用には適用できないと，コンセイユ＝デタ研究報告は結論づける。
第3に，物質的公序 (ordrepublic materiel) の主要な構成要素である公共
の安全についてもまた，コンセイユ＝デタ研究報告は，現在のところ，フル
フェイスのヴェールが公共の安全上の問題をとくに起こしていないことから，
その一般的な禁止を正当化することができないと結論づける。
第 4に，コンセイユ＝デタ研究報告は，非差別原則 (principede non 
discrimination) に照らして，フルフェイスのヴェールだけを禁止することが
差別に当たらないとするには，法的根拠が蓮弱であるとする。
第5に，フルフェイスのヴェールの着用禁止が可能になるのは，未成年者の
着用する場合や着用を強制される場合であると考えられるが，コンセイユ＝デ
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夕研究報告は，その場合の制裁措置の効果に次のように疑問を呈する。すなわ
ち，未成年者の身分確認は，実施困難なコントロールを行わなければならず，
緊張の原因となろう 。フルフェイスのヴェールの禁止は，ムスリムのヴェール
の解釈それ自体が多様であるがゆえの困難を引き起こすであろう 。それは，逆
説的に，緊張を助長することになろう 。フルフェイスのヴェールだけを禁止す
ることは，既述のように法的理解が難しく，また代わりのアクセサリーや衣服
を着用する迂回戦術を招くことになって，狙っていた目的に鑑みてかなり効果
が弱し，38)。
フルフェイスのヴェールの着用等の一般的禁止が法的に困難とみるコンセイ
ユ＝デタ研究報告も，特定の状況に限って，公共の安全上の理由から顔を隠す
ことを禁止することは可能と考えるが，まず，公共の安全一般ではなく，その
うちの犯罪捜査や不正行為対策が，禁止を正当化すると考える。しかも，規制
は，公序の侵害やその差し迫ったおそれが存在する場合で，公序の保護に必要
な程度にとどまり，また規制には権利の保障が伴わなければならず，さらに
ヨーロッパ人権裁判所の審査に耐えうるものでなければならないという 39)。以
上を前提に，コンセイユ＝デタ研究報告は，考えられる法的解決として，①
とくに公役務上の要請から身分や年齢の確認を行なわなければならない場所一
しかも法律または命令によって明示されていなければならないーヘの立ち入り
や通行の際や② 法律または命令の規定により身分や年齢の確認を経なければ
ならない財産やサービスの受給の際に，何人も顔を隠してはならないとするこ
と，この規制には個人の健康や安全上の理由から例外を認めるとすることを内
容とする提言を行なっている40¥
国民人権諮問委員会およびコンセイユ＝デタからの以上のような批判に対す
る政治部門の反論は，法案審議に先立ち2010年6月23日に国民議会に提出され
38) 以上につき， Cf.Conseil d'Etat, Etude relative aux possibilites juridiques d'inter-
diction du voile integral, pp. 17-21. 
39) 以上につき， Cf.ibid., pp. 30-32. 
40) 以上につき，Cf.ibid., p. 45. 
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た「女性の権利および男女間の機会の平等委員会」調査報告41) (以下，同委員
会委員長ポレッティ (Berengere Poletti) の名を冠してポレッティ調査報告と
呼ぶ）と「憲法的法律および立法および一般行政委員会」報告42) (以下，同委
員会委員長ガロー (Jean-PaulGarraud) の名を冠してガロー報告と呼ぶ）に
みられる。
ポレッティ調査報告は，公共空間において顔を隠す慣行は，女性に対する抑
圧の現れとみなし，公共の安全のような物質的公序を侵害するのみならず，各
人が顔を見せることを同意することを意味するフランスの友愛概念に具体化し
ている社会契約 (pactesocial) に反し，女性であることを理由に強制されて
いる場合には，両性の平等や人間の尊厳の原則に反するという 43)。そこには，
国民人権諮問委員会やコンセイユ＝デタの指摘への回答はみられないといって
よし 'o
ガロー報告は，ライシテ原則も両性の平等も人間の尊厳も，公共空間におい
て顔を隠すことを禁止することは正当化できないことを認め，唯一公序だけが
その禁止を法的に根拠づけうるという 。報告のいう公序にも物質的公序と非物
質的公序の 2 種類がある。物質的公序には，安全• 平穏・公衆衛生という伝統
的な 3つの概念が含まれるが，このうちの公共の安全が公共空間での顔隠しの
禁止を正当化するという。この点は，コンセイユ＝デタ研究報告の見解と真っ
向から対立する。ガロー報告は，顔を隠すことによって犯罪が容易に行えると
いうのである。非物質的公序には公共道徳・人間の尊厳という概念のほかに
「相互の要求および社会生活の根本的な保障の最小限の社会的基盤」という概
念が含まれる。コンセイユ＝デタは，人間の尊厳については既述のような指摘
41) Delegation aux droits des femmes et a l'egalite des chances entre les horn.mes et 
les femmes, Rapport d'information sur le projet de loi interdisant la dissimulation 
du visage dans l'espace public n°2646. 
42) Commission des lois constitutionnelles, de la legislation et de !'administration 
generale de la Republique, Rapport sur le projet de loi interdisant la dissimulation 
du visage dans l'espace public n°2648. 
43) Cf. Delegation aux droits des femmes et a l'egalite des chances entre les hom-
mes et les fem.mes, op. cit., p.9 et p. 24. 
- 43 - (1283) 
関法第60巻第6号
を行い，公共道徳による禁止にはローカルな特段の事情が必要であって， 一般
的な禁止は不可とする。さらに第 3の最小限の社会的基盤という概念について
は，まだ十分に理論化できておらず，物質的公序ほど堅固な法的概念ではない
とする44)。これに対して，ガロー報告は，憲法学者のカルカッソンヌ (Guy
Carcassonne) からのヒアリングをふまえて，基本的な社会的要請の基盤とい
う意味での非物質的公序概念は，① 1789年人権宣言第 5条にいう「社会」や
② 1848年に現れ，今日第 5共和制憲法第 2条4項（「共和国の標語は，『自由，
平等，友愛』である」）にいう「友愛」45)' ③ 20世紀に入ると，当然に認めら
れている道徳観念に対する侵害を予防する特別な行政警察活動を根拠づける
「公共道徳」，④ 最近では，「共生」を含意する「一般利益」または「公共利
益」，これらの形態をとってフランスの法的伝統に根差し，憲法ブロックに刻
印されており，物質的公序概念に劣らぬ堅固な法的概念であるとする。そうし
て，公共空間における身なりに関して，人間の体には隠すべき部分と見せるべ
き部分があるというのは社会的コードの命じるところであり，性器は隠し，顔
は見せるということが，現在のところ一致して認められていることであると，
ガロー報告は，カルカッソンヌに従って考える。これを前提に，同報告は，公
共空間においで恒常的に顔を隠す行為は，公共空間から引きこもりたいという
願望をあらわし，自らのアイデンテイティを隠そうとする意思をあらわすと評
価し，これは「共同生活に必要な相互の要求の最小限の基盤」すなわち非物質
的公序に「明らかに」反すると判断する46)。規制が根拠づけられる場合に残る
のが，規制の範囲や程度の問題である。比例原則に関して，ガロー報告は，法
案第2条の例外規定によって往来の自由等の制限は，原則をクリアしていると
44) Cf. Conseil d'Etat, Etude relative aux possibilites juridiques d'interdiction du 
voile integral, pp. 25-27. 
45) なお， もともとフランスにおいて，「友愛」は，道徳的義務として観念され，こ
れが法的義務と化すことは危険視されていたことについて，ごく簡単であるが，前
掲拙稿「フランスにおける 自由と安全」 368-369頁。
46) 以上につき， Cf.Commission des lois constitutionnelles, de la legislation et de 
!'administration generale de la Republique, op. cit., pp. 15-18. 
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いうのである47¥
ガロー報告は，公共空間におけるフルフェイスのヴェールの着用禁止の正当
化根拠をライシテ原則や女性の権利保護には求めていない。この点には，国民
人権諮問委員会やコンセイユ＝デタの批判が反映しているように思われる。そ
の代わりに，ガロー報告は，規制目的をもっぱら公序に求めるが，この場合の
具体的な意味は，犯罪の予防（物質的公序）と「顔は隠すものではない」とい
う社会的コード（非物質的公序）というきわめて疑わしい脆弱なものである。
法案は，規制目的と規制手段のあり方を精査して例外的な規制しか認められな
いとした国民人権諮問委員会やコンセイユ＝デタの意見や報告が示すようなき
わめて重大な憲法上の問題をはらんだまま，両院を通過したのである48)。
5 2010年10月7日憲法院合憲判決49)
憲法院は，圧倒的賛成多数で両院を通過した「公共空間において顔を隠すこ
とを禁止する法律」を，一定の留保付きで合憲と判断した。
憲法院は， 1789年人権宣言第 4条および第 5条以外に，第10条（「何人も，
たとえ宗教的意見であっても自らの意見のゆえに，脅かされてはならない。
ただし，それを表明することが法律によって定められた公序を侵害する場合を
除く。」）と第 4共和制憲法前文第 3項（「法律は，すべての領域において，女
性に対して男性と平等の権利を保障する」）を引用し，本件法律のこれらとの
適合性を審査している。同法が，文言上は，単に公共空間において顔を隠すこ
とを禁止しているにすぎないことからすると， 1789年人権宣言第 4条および第
5条の問題にすぎないといえるにもかかわらず，憲法院が同宣言10条や第4共
和制憲法前文第 3項との適合性をも問題にしているのは，すでに以上の検討か
47) Cf. ibid., p. 14 et p. 19. 
48) 両院における与野党間の対立は，ほぼここにみられる報告ないし意見の対立とパ
ラレルである。詳細は別稿で明らかにする予定である。
49) Decision n°2010-613 DC du 7 octobre 2010. http:// ・1 www.conse -const1tutionnel. 
fr/ conseil-constitutionnel/francais/les-decisions/ acces-par-date/ decisions-depuis-
1959/2010/2010-613-dc/decision-n-2010-613-dc-du-07-octobre-2010.49711.html 
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ら明らかなように，実際に禁止の対象となるのがムスリム女性のブルカやニカ
ブであることから，同法は少なくとも間接的に信教の自由（とくに宗教的信条
を表明する自由）を制限し，また女性差別を禁止するものと考えられるからで
ある。
憲法院判決は，公共空間において顔を隠す慣行が「公共の安全にとって危険
となることがあり，社会生活の最小限の要求を無視するものである」という立
法府の評価を追認し，また「自覚的であるか否かにかかわらず顔を隠す女性は，
低い排除された地位に置かれており，その地位は憲法上の自由と平等の原則と
明らかに相容れない」という同じく立法府の評価を追認している (Con.4)。
そのうえで，憲法院は，関係条文が，「公序の保護と憲法上の権利の保障と
のあいだに調和」を確保しており，この調和に「明白な不均衡」はないと判断
した。唯一，憲法院が留保したのは， 1789年人権宣言第10条に関連する点であ
る。すなわち，「公共空間において顔を隠すことの禁止が，公衆に開かれた礼
拝の場における宗教の自由の行使を制限するならば， 1789年人権宣言第10条に
対する過度の侵害にならないわけにはいかない」とし，この点の留保の下で，
本件法律第 1条ないし第 3条は憲法に違反しないと判断したのである (Con.
5)。
憲法院判決は，公共空間において顔を隠すことを一般的に禁止している第 1
条を合憲限定解釈し，その他の問題となりうる点については，そもそも憲法院
自身が，「公共空間で顔を隠す慣行」が例外的な事象であること50)を認識して
いるにもかかわらず (Con.4), 十分な検討を行うことなく，立法府の判断を
支持したことになるわけである。
50) この点は，実は， 2009年末に内務省が行なった調査で明らかになっており，ポ
レッティ調査報告もそれを確認している。同調査によると，フランスでプルカやニ
カブのようなフルフェイスのヴェールを着用する女性は， 1900人である。Cf.
Delegation aux droits des femmes et a l'egalite des chances entre les hommes et 
!es fem mes, op. cit., p. 6. 内務省は， 2000年初めには着用者がいなかったとことか
ら，その数が急激に増加したと述べているが，この数字は，ブルカやニカプの着用
が例外であることを意味しているとみるべきであり，急増というのは，誇張という
べきであろう 。
- 46 - (1286) 
公共空間におけるマイノリティの自由
6 むすび
あらためて2010年10月11日法の問題点を整理しておく 。まず，立法目的が法
文上不明確で，あれやこれや挙げられている正当化の根拠が薄弱である。それ
は何よりも，実質的に唯一といってよい禁止のターゲットであるムスリム女性
のブルカやニカブ着用が，憲法院自身もいうように，例外的な事象であること，
それらの着用がイスラムの教義上の義務からのものではなく，多くの場合，着
用する女性自身のイスラム解釈による自発的な行為であり，信教の自由ないし
個人的自由 (liberteindividuelle) によって保障されるべきであることによる。
また，ブルカやニカブの着用を一部の過激派ムスリムのテロ行為と結びつける
ことも不可能である。
ブルカやニカブの着用に限らず，顔を隠すことが許されない場合があること
は， 2010年10月11日法に批判的な見解も否定しない。しかし，そのような場合
に対応する法令はすでに存在する。たとえば，刑法 R645の14条は，公道にお
けるデモの際，公序を侵害するおそれが生じた場合に身元確認されるのを避け
る目的で故意に顔を隠すと，第 5級違警罪に処するとしている。また，地方自
治法 L2212の2条および L2215の1条は，市長や県知事に， 一定の公共の場
が公序に対する明白な危険にさらされている場合に顔を隠すことを禁じる権限
を与えている。破毀院判決によれば，職場で顔を隠すことについて，雇用者は，
顔を隠す衣服が被用者の職務と相容れない場合にその着用を禁じることができ
る。公務員は，職務に際してフルフェイスのヴェールの着用を禁じられる。
2004年3月15日法第 1条は，学校内でのその着用を禁じている。身元確認や身
分証明書作成の際には，一時的に顔を見せなければならない。投票や空港の審
査など一定の手続の際にも身元確認が不可欠である51)。2004年3月15日法のよ
うに，これら既存の法令自体に問題がないわけではないが，公共の安全維持の
ためであれば，これらで不足はないと思われる。〈自由が原則で規制は例外》
とパラフレーズされる比例原則に従えば，批判的見解の指摘にあるように，公
51) Cf. Les Cahiers du Conseil constitutionnel n°. 30, pp. 3-4. 
- 47 - (1287) 
関法第60巻第6号
共空間におけるフルフェイスのヴェール着用の一般的な禁止は正当化が困難で
あろう 。
このように規制の必要性も正当性もきわめて疑わしいにもかかわらず，イス
ラムやムスリムに関する虚偽表象にとらわれた立法府は，公共空間におけるブ
ルカやニカブの登場に過剰に反応したというべきではないか。ブルカやニカブ
の着用が公共の安全という物質的公序に反するとは到底いえない。性器の露出
が許されないのと同様に顔を隠すことが許されないとするのも，論理の飛躍と
いえよう。単に「顔は見せるべきものである」という社会的コードなるものが
「顔を隠す」という個人の自由と衡量されるべき利益になりうるとすれば，非
物質的公序という不確定概念の外延はなきに等しくなろう。また，ブルカやニ
カブがムスリム女性の自律を奪うとみることも一般的にはできない。仮にその
ようなことがあるとしても，被害者である女性を処罰することは合理的に説明
できない。この点がなぜ憲法院で比例原則違反とされなかったのか，理解に苦
しむところである。
2010年10月11日法の立法過程を終始支配していたのは，共和主義の理念であ
る。国民議会調壺報告は，共和主義の理念が委員会の調査から結論に至るまで
の全過程を支配しており，報告の提案は，「いつもの対立を超える共和主義的
な合意」を得たという 52)。ポレッティ調査報告は，「女性が顔を隠して公共空
間を行き来することを容認することは，われわれの民主的な共和国の価値に対
する容認できない非難を受容することになる」53)として，共和国の価値への帰
依を明らかにするとともに公共空間におけるフルフェイスのヴェール着用がそ
の価値に反すると断じている。ここで共和国の価値とは，平等・人間の尊厳・
ライシテ等を指すが，公共空間におけるフルフェイスのヴェールの着用がこれ
らに対する容認できない非難に値するとする説得力のある説明はみられない。
52) Cf. Mission d'information sur la pratique du port du voile integral sur le teri-
toire national, Rapport d'information, p. 20 et p. 187. 
53) Delegation aux droits des femmes et a l'egalite des chances entre les hommes et 
les femmes, op. cit., p. 5 
- 48 - (1288) 
公共空間におけるマイノリティの自由
他害性のないブルカ等を着用する女性を公共空間から閉め出す共和主義は，そ
れが忌み嫌うはずのイスラム原理主義を裏返した共和的原理主義 (integrisme
republicain)あるいは原理主義的共和主義 (republicanismeintegriste) といえ
よう 。筆者は，別稿で近年のフランスのテロ対策を検討して，「フランス共和
国が，これまでの統合のありようを維持するのか，それとも同質性を確保する
ためにスケープゴートとしての敵を必要とするような政治共同体になってしま
うのかが問われつつある」54)ことを指摘したが，フランスは後者に大きく傾斜
したといえる。
2010年10月11日法は，以上のように問題を残したまま，憲法院から合憲の祝
福を受け，施行を迎えることになった。同法は，フランス社会をどこに導くこ
とになるのか。髪や顔を隠すことをイスラムの教えと解釈するムスリム女性の
立場からみると， 2004年の教育法典改正によって，信教の自由は学校の門前で
立ち止まることになっていた。2010年10月11日法は，信教の自由を自宅の門内
に閉じ込めてしまうことになった。同法の文言に即していえば，信教の自由に
とどまらず，服装の自由という個人の自由が，家の中に封じ込められてしまう
ことになった。乱暴な言い方になるが， 2004年校門の前で立ち止まらされたム
スリムの自由は， 2010年家の中に閉じ込められたことになる。
ある調査によれば，フランスにいるムスリムのうち自分が信心深く教えを守
るムスリムであると考える者は36パーセントにすぎない55)。そのうちブルカや
ニカブで顔や髪を隠すことをイスラムの教えとして実践する者はさらに少ない。
憲法院判決も認めるように，ブルカやニカブを着用するムスリムの女性はけっ
して多くないのである。イスラムのヴェールに関心が集まることによって「大
部分のムスリムが，フランス社会とその共和国の価値にきわめてよく統合され
ており，フランスの他の階層の人々と同様にほとんど宗教に関心がないという
事実が見えなくなっている」56)という指摘もある。したがって， 2010年10月11
54) 前掲・拙稿「フランスにおける 自由と安全一~に」 383頁。
55) Cf. L'etat de la France 2009-2010, p. 113. 
56) Ibid. 
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日法は，数のうえでは，マージナルな問題を提起するにすぎないといえるかも
しれない。しかし，明白な実害がないにもかかわらず，個人的自由や信教の自
由を私的空間に閉じ込めることの重大性は否定しようがないであろう。自由の
保障は，異質の他者の存在する公的な場においてこそ，意味を有することにな
るはずである。マイノリティの libertespubliquesをlibertespriveesにしてし
まう2010年10月11日法は，自由の意味そのものを問い直すものである。
(2010年11月18日脱稿）
（本研究は，「文部科学省私立大学戦略的研究基盤形成支援事業 (2008年度-2012年
度）」によって行った。）
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